
公務員の給与改定に関する取扱いについて（抄） 
 

平成２０年１１月１４日  

閣 議 決 定  

 

１～３ （略） 

 

４ １、２及び３については、今年度における新たな追加財政負担は要しないもので

あるが、来年度の人件費の増につながる内容も含まれており、我が国の財政事情が

ますます深刻化している下で総人件費改革が求められていることを考慮すれば、能

力・実績に基づく人事管理、厳正な服務規律の確保と公務員倫理の確立を図るとと

もに、行財政改革を引き続き積極的に推進し、総人件費を削減する必要がある。そ

のため、次に掲げる各般の措置を講ずるものとする。 

また、勤務時間の改定を行うに当たっては、公務能率の一層の向上に努め、行政

サービスを維持するとともに行政コストの増加を招かないことを基本とする。 

 

⑴、⑵ （略） 

 

⑶ 地域における給与水準の見直しについては、給与構造改革の柱として、平成18

年度に俸給表の水準を全体として4.8％引き下げるとともに、民間の賃金水準が

高い地域には地域手当を支給する措置を５年間かけて段階的に実施していると

ころである。さらに、「経済財政改革の基本方針2007」（平成19年６月19日閣議

決定。以下「基本方針2007」という。）において公務員給与について地域の民間

給与をより一層反映させるとされていること等を踏まえ、人事院に対し、来年の

勧告時に地域別官民給与の実態を公表し、その状況も踏まえつつ、俸給表水準に

ついて必要な見直しを検討するよう要請する。 

 

⑷～⑹ （略） 

 

⑺ 地方公共団体における地方公務員の給与改定に当たっては、現下の極めて厳し

い財政状況及び各地方公共団体の給与事情等を十分検討の上、国と同様、行政の

合理化、能率化を図るとともに、既に国家公務員又は民間の給与水準を上回って

いる地方公共団体にあっては、その適正化を強力に推進するため必要な措置を講

ずるよう要請する。 

また、給与構造改革の取組に加え、人事委員会機能を発揮することなどによる

地方における民間給与水準への準拠を徹底するほか、技能労務職員の給与につい

ては「基本方針2007」に沿った取組を着実に推進するよう要請する。 

 

⑻、⑼ （略） 

 

５ （略） 


